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１．２０２１年の都市ガス事故について

• ２０２１年の全国における事故報告件数は368件、関東管内については180件。
• 死傷者を伴なう事故については、全国が20件、関東管内が7件となった。

グラフ１ ガス事故報告件数の推移（全国との比較）

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

全国事故件数 468 406 403 441 339 368

うち管内 236 230 206 219 167 180

うち死傷事故（管内） 10 9 12 16 11 7

うち死傷事故（全国） 23 21 28 33 21 20
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２．２０２１年の管内における都市ガス事故について

• ２０２１年の管内のガス事故報告のうち、消費段階における事故は53件となり、
前年より16件減少。

• 供給段階における事故は120件となり、前年より23件増加。
• 製造段階における事故は7件となり、前年より6件増加。

グラフ２ 関東管内のガス事故報告件数の推移

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

管内事故件数（製造段階） 1 1 3 0 1 7

管内事故件数（供給段階） 106 108 95 119 97 120

管内事故件数（消費段階） 129 121 108 100 69 53
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３．2021年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故について

• 2021年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故報告件
数について、製造段階は6件、供給段階は6件、消費段階は1件となった。

グラフ３ 管内の小売事業者（コミュニティーガス事業
のみ）の段階別事故件数の推移

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

うち製造段階 1 1 3 0 1 6

うち供給段階 8 3 2 3 3 6

うち消費段階 3 5 7 1 2 1

死傷事故件数 1 0 1 0 0 0
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４．2021年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故一覧

製造段階

内容 被害 主な原因

ガス切れによる供
給支障

供給支障６３９戸 不使用供給管上のバルブ開閉点検を行った際、バルブの閉
止を失念したためガスが漏えいし供給支障が発生

緊急遮断弁閉止に
伴う供給支障

供給支障１８０戸 落雷の影響により漏電ブレーカーが作動し電源が停止した。
これにより緊急遮断弁に接続されているエアーコンプレッ
サーが停止し、エアー配管の圧力が保てず緊急遮断弁が閉
止となり供給支障が発生

ガス切れによる供
給支障

供給支障１９５戸 配送管理体制の不備及び残量確認ミスなどによりガス切れ
となり供給支障が発生

感震遮断装置の作
動による供給支障

供給支障８８戸 何らかの原因により感震遮断装置が作動し供給支障が発生

ガス切れによる供
給支障

供給支障２３０戸 特定製造所の鍵の管理不備により容器交換ができず、ガス
切れとなり供給支障が発生

気化装置誤操作に
よる供給支障

供給支障１０１戸 ローリーでのガス受入の際、気化装置操作盤内のバルブを
誤開放したため、ＬＰガスが配管等に流入し供給支障が発
生



４．2021年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故一覧

供給段階

消費段階

内容 被害 主な原因

他工事業者による灯外内
管損傷に伴う供給支障

供給支障６９戸 不動産会社からガス管位置照会があり説明を行ったも
のの、下請会社にまで周知がされず建物解体の際にガ
ス管を損傷

他工事業者による本管損
傷に伴う交通困難

交通困難 電気工事業者から埋設配管の位置照会があり説明を
行ったものの、工事日についての連絡及び立会い依頼
がなく、道路を掘削した際にガス管を損傷

車両衝突による供給支障 供給支障５０戸 特定製造所付近の道路にて交通事故が発生し、１台の
車が特定製造所の障壁に衝突しガス管を損傷

他工事業者による灯外内
管損傷に伴う交通困難

交通困難 埋設配管の位置照会を行わず、外構工事業者が重機に
て敷地内の掘削をした際にガス管を損傷

他工事業者による本管損
傷に伴う供給支障

供給支障２０４戸 事前連絡を受け協議を実施してきたものの、下水道管
と交差部につき本管の埋設深度が僅かに浅くなってい
たため、重機にて損傷

他工事影響による本管か
らの漏えいに伴う供給支
障

供給支障５７戸 本管の継手部分がずれてガスが漏えい。付近一帯で行
われていた水道管入替工事に伴う道路の掘削、埋め戻
しにより配管が沈み、継手部がずれたものと推定。

内容 被害 主な原因

瞬間湯沸器使用に伴う着
火焼損

瞬間湯沸器本体の
一部焼損

消防によると、機器の焼損により漏えい箇所、原因の
特定は困難。



５．２０２１年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故事例

事故発生年月日：令和３年９月６日
供給支障件数：１９５戸
供給支障時間：約１８０分
事故概要：
需要家からガスが出ないとの連絡があり、特定製造所を確認したところ、全ての容

器の残ガス量が少なくなっており供給圧力が低下し、供給支障が発生していた。
原因：
配送委託会社において、当該団地の次回容器交換予定日の設定については、電算機

を使用する配送管理システムによらず、配送員が作成した手書きの予定表により管理
しており、配送委託会社の上長や事務担当者の確認といった管理体制がとられていな
かった。
このような中、新しい配送員が容器交換を行った際、残量確認のため予備側容器を

揺すったものの減少はないと誤認し、さらに次回の交換予定日を他の配送先の計算方
法と混同し、大幅に延長して設定したことによりガス切れに至ったもの。
また、ガス切れに至る１０日程度前に、事業者社員が特定製造所の点検を行った際、

供給側の圧力が無かったことを確認したが、配送委託会社に連絡を失念していた。

【事故事例１】（製造段階）



事故発生年月日：令和３年１２月２０日
供給支障件数：１０１戸
供給支障時間：４時間１７分
事故概要：
需要家からガスが使用できないとの連絡があり特定製造所を確認したところ、気化

装置、配管、調整装置内部に液体のＬＰガスが流れ込み、供給圧力が低下し供給支障
が発生していた。
原因：
ガス事業者の担当者がタンクロー

リーでのガス受入納入立ち合い後、
気化装置操作盤の液減圧弁の切替え
を行った際、誤って常時閉止として
いる手動操作弁（リセットバルブ）
を開放してしまい、液体のＬＰガス
が気化装置、配管、調整装置内部に
流れ込んだことによる。

【事故事例２】（製造段階）

液減圧弁切替バルブ

手動操作弁（リセット
バルブ）の位置

５．２０２１年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故事例



事故発生年月日：令和３年８月６日
供給支障件数：２０４戸
供給支障時間：３時間
事故原因のガス工作物：本管（ポリエチレン管）
事故概要：
水道管入替工事に伴い工事業者が重機にて道路を

掘削したところ、本管を損傷。本管の損傷が激しい
ことから特定製造所のガス遮断弁を閉止したことに
より供給支障となった。
原因：
水道管入替工事の実施に当たり、他工事業者から

事前連絡を受けたことから、協議等を行ってきた。
損傷箇所は下水道管との交差部のため、本管の埋設
深度が僅かに浅くなっていたが、慎重さを欠いて掘
削を進めてしまったもの。

【事故事例３】（供給段階）

下水道管

本管

５．２０２１年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故事例



事故発生年月日：令和３年１２月７日
供給支障件数：５７戸
供給支障時間：１時間
事故原因のガス工作物：本管（被覆鋼管）
事故概要：
水道工事業者からマンホール付近でガス臭が

するとの連絡があり出動したところ、マンホー
ル付近で検知器反応があったことからセクショ
ンバルブを閉止したため供給支障となった。
原因：
漏えい箇所を調査したところ、本管の継手部

分がずれてガスが漏えいしていた。
原因は付近一帯で行われていた水道管入替工事
に伴う道路の掘削、埋め戻しにより配管が沈み、
継手部がずれたものと推定。

【事故事例４】（供給段階）

５．２０２１年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故事例



事故発生年月日：令和３年５月２日
消費機器：開放式瞬間湯沸器
事故概要：
消防を通じて瞬間湯沸器から出火したとの通報

があり出動したところ、開放式瞬間湯沸器本体の
一部が焼損していた。
原因：
消防とメーカーによる検証の結果、ガス栓及び

接続具については異常なかったものの、瞬間湯沸
器は圧力保持ができなかった。しかしながら機器
の焼損により漏えい箇所、原因の特定は困難との
見解であった。

【事故事例５】（消費段階）

５．２０２１年の管内における小売事業者（コミュニティーガス事業のみ）の事故事例



６．食品工場及び業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故の防止について

• 令和３年１１月３０日付けにて、食品工場及び業務用厨房施設等における一酸化
炭素中毒事故の防止についての要請を関係機関に通知

• 食品工場及び業務用厨房施設等においてＣＯ中毒事故が発生した場合、甚大な被
害を及ぼす可能性があることから、注意を促すもの

食品工場及び業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故の防止について

近年、食品工場及び業務用厨房施設等において都市ガス及び液化石油ガス（以下「ガス」という。）の消費設備による一酸化炭素（以下「ＣＯ」という。）中毒事故が
発生しています。
２０２０年は３件（死者０名、症者１０名）発生しています。２０１６年８月には、宮崎県の高校において、業務用ガスオーブンを使用した食品製造実習中に生徒１３
名及び教諭２名がＣＯ中毒となる事故が発生しました。これらの事故原因の多くは、機器の経年劣化や換気が不十分なため、消費設備が不完全燃焼を起こし、ＣＯが発生
したものです。
食品工場及び業務用厨房施設等においてひとたびＣＯ中毒事故が発生した場合、多くの人を巻き込み、甚大な被害を及ぼす可能性があることから、換気、点検、手入れ、
業務用換気警報器設置等の重要性について、業務用厨房等の所有者や使用者等の理解を促すことが重要です。
経済産業省は、食品工場及び業務用厨房施設等におけるガスの消費設備によるＣＯ中毒事故を防止するため、下記の事項について、ガスの消費設備の使用者及び管理者
に対して注意喚起をします。

記

１．ガスの消費設備の使用中は必ず換気（給気及び排気の両方）を行うこと。特に夏期、冬期等冷暖房機を使用する際に、長時間室内を閉め切りの状態にすることが想定
されるため、換気扇や換気装置によって十分に換気が行われているか、必ず確認すること。
なお、現場において換気し忘れを防止するための工夫を実践すること。

２．ガスの消費設備の使用者及び管理者は、ガスの消費設備の使用開始時及び使用終了時に当該設備の異常の有無を点検するほか、１日に１回以上、ガスの消費設備の態
様に応じ、当該設備の作動状況について点検し、異常のあるときは、当該設備の使用中止、補修その他の危険を防止する措置を講じること。

３．ガスの消費設備及び換気設備は、その使用に際して取扱説明書を十分に読み、適切に使用すると共に、設備の作動状況の確認、ほこりや汚れの除去、フィルターの清
掃等、換気不良やガスの不完全燃焼を防ぐための日常管理を行うこと。特に台風、地震、積雪等の自然災害後は当該設備の異常の有無を点検し、異常のあるときは、
当該設備の使用中止、補修その他の危険を防止する措置を講じること。また、停電中は、換気扇及び給排気設備が作動しない場合があるので、停電中にやむを得ずガ
スの消費設備を使用する場合は、窓を開けて換気をする等の措置を講じること。更に、復電後は換気扇及び給排気設備が作動することを確実に確認すること。

４．排気ガス中に含まれる油脂等を有効に除去するために排気取入口に設置されるグリス除去装置（グリスフィルター）や悪臭防止のために排気ダクト内に設置される脱
臭フィルター等は、使用し続けると油脂等が付着して目詰まりを起こし、十分な換気量が確保できなくなることから、当該フィルターの定期的な清掃又は交換を実施
すること。

５．万一の不完全燃焼に備えて業務用換気警報器の設置を検討すること。



６．食品工場及び業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故の防止について

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/citygas/kouhou/insyokuten.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/citygas/kouhou/insyokuten.pdf


６．食品工場及び業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故の防止について

全国のＣＯ中毒事故

月日 場所 被害 概要

2022年

7月15日
保育園の厨房 4名 厨房内にて業務用オーブンを使用中、換気をすることで外気が入り室内の温度

が高くなるため、換気ダクトのスイッチを入れたり切ったりして十分な換気を怠った。
業務用オーブンについては、メーカー及び警察にて燃焼状態やCO濃度等に異
常が無いことを確認。

8月23日 本社工場内食堂の洗浄室 11名 社員食堂厨房内の洗浄室付近にいた調理スタッフ１４人が体調不良を訴え
病院へ搬送され、うち１１名が一酸化炭素中毒と診断。
原因は何らかの理由により、吸排気設備が停止した状態で、業務用食器洗浄
機を使用したことによるもの。



７．報告対象のガス事故について

事故 関連条項
速
報

詳
報

年
報

製
造
・
供
給
段
階
の
事
故

ガスの製造に支障を及ぼした事故であって、製造支障時間が10時間以上のもの ※ ４､８ ○ ○ ○

ガス工作物の欠陥、損傷若しくは破壊又はガス工作物の操作（工事中を含む）により

人が死傷若しくは中毒し又は酸素欠乏症となった事故 ※

１､２､
５､６

○ ○ ○

最高使用圧力が高圧又は中圧の主要なガス工作物の損壊事故 ９ ○ ○ ○

最高使用圧力が低圧の主要なガス工作物の損壊事故 10 － ○ ○

ガス工作物からのガス漏えいによる爆発又は火災事故 11 ○ ○ ○

ガス工作物の欠陥、損壊若しくは破壊又はガス工作物を操作することにより、一般公衆
に対し、避難、家屋の破壊、交通の困難等を招来した事故

13 － ○ ○

供給支障戸数が30戸以上 ※ ３､７ ○ ○ ○

供給支障戸数が30戸未満のもの － － － ○

消
費
段
階
の
事
故

ガス栓の欠陥、損壊又は破壊により、人が死亡若しくは中毒し又は酸素欠乏症となった
事故及び、漏えいしたガスに引火し発生した負傷又は物損事故

14､15
○ ○ －

消費機器又はガス栓の使用に伴い人が死亡若しくは中毒し又は酸素欠乏症となった事
故

16
○ ○ －

消費機器又はガス栓から漏えいしたガスに引火することにより、発生した物損事故（消
費機器が損傷した事故であって、人が死亡せず、又は負傷しないものに限る。）

17
－ ○ －

消費機器又はガス栓から漏えいしたガスに引火することにより、発生した負傷又は物損
事故

18
○ ○ －

※ 製造支障時間が24時間以上の場合、人が死亡した事故の場合、供給支障戸数が500戸以上の場合は、それぞれ経済産業本省ガス安全室にも報告が必要

①

②

①ガス事故速報の提出義務はありませんが、ガス事故速報の様式を用い速報に準じて情報提供をお願いします。
②物損被害がその消費機器内部に限られる場合（給湯器や風呂釜のケーシング変形事故等）が対象となります。



８．ガス事故報告の方法について

• ガス事故速報

• ガス事故詳報

次に掲げる事項について、事故が発生した時から24時間以内可能な限り速やかに
報告。
⚫ 事故発生の日時及び場所
⚫ 事故の概要
⚫ 事故の原因
⚫ 応急措置
⚫ 復旧対策
⚫ 復旧予定日時
⚫ 事故に係る消費機器及びガス栓の製造者名称、機種、型式並びに製造年月

様式は、当部ホームページからダウンロードいただけます。

https://www.safety-kanto.meti.go.jp/gas/2City%20gas/gas_accident.html

次に掲げる様式にて、事故が発生の日から30日以内に報告。
⚫ 製造段階・供給段階の事故（様式第14）
⚫ 消費段階の事故（様式第15）

様式は、当部ホームページからダウンロードいただけます。

https://www.safety-kanto.meti.go.jp/gas/2City%20gas/gas_accident.html

※速報はメールに
てお願いします

※詳報は保安ネットま
たは郵送にてお願い
します

https://www.safety-kanto.meti.go.jp/gas/2City%20gas/gas_accident.html
https://www.safety-kanto.meti.go.jp/gas/2City%20gas/gas_accident.html


９．ガス事故連絡体制について

・これまで、夜間・休日の事故連絡先としていた次のメールアドレスおよび電話番号を廃止

メールアドレス：kanto.meti-si3655@docomo.ne.jp 電話番号：０９０－１０５４－３６５５

・事故の深刻度に応じ報告先を２つに分け、原則として電子メールで報告



（参考）ガス事故速報様式



１０．関東管内におけるガス事業法に基づく事故報告に関する「よくある質問と回答」



１１．台風・豪雨時の臨時対応について

１．発動条件

事業者の供給エリアにおいて、次の①または②の状態になった場合に臨時対
応を開始

① 警戒レベル４相当の「土砂災害警戒情報」等が概ね４時間以上継続発表
② 市町村から警戒レベル４「避難指示」が発令

２．報告対象

発動条件に該当したエリアで発生した、台風・豪雨の影響と判断される次の
事象

① 土砂崩壊等による本支供給管の折損に伴う３０戸未満の供給支障
② 早急に防護が必要と判断される高圧・中圧の導管露出
③ 供給支障に至る卸供給の途絶等

警戒レベル3以下に低下後24時間経過
かつ

全報告対象の保安措置完了（報告対象無し含む）

３．終了条件

→臨時対応開始の報告を実施

→専用様式において報告を実施

→専用様式にて臨時対応終了の報告



１１．台風・豪雨時の臨時対応について

４．報告先（メール送信先）

関東東北産業保安監督部保安課 kanto-toshigashoan@meti.go.jp

日本コミュニティーガス協会
関東支部

kanto@jcga-page.or.jp

５．報告様式（専用様式）

事業者 N0. 被害件名 住所

被害規模(供給支障注１) 被害規模(導管露出注２) 卸供給途絶等注３ 対応状況

完了報告サイ
ン

行政庁への要
望事項等1～10戸未満

10～20戸未
満

20～30戸未
満

30戸以上
(事故報告対象)

露出延長 単位:m
卸供給事業者名
想定される障害内

容

保安措置また
は防護措置

台風●号における被害状況と復旧見込み（○月○日○○時○○分 現在）

注１：土砂崩壊等による本支供給管の折損に伴う30戸未満の供給支障 ※１ ※２

注２：早急に防護が必要と判断される高圧・中圧の導管露出
注３：供給支障に至る卸供給の途絶等 ※３ ※４

※１：差水による供給支障の直接的な原因は、ガス管・ 継手部の腐食であることから対象外
※２：建物倒壊や浸水等の需要家側の事情に伴って、予防保全のためにガスの供給を停止した場合は対象外
※３：卸供給先が報告する（卸供給元からは報告不要）
※４：別系統等でバックアップ可能であれば対象外

※「行政庁への要望事項等」欄には、例えば道路の復旧、土砂や倒木の撤去などの要望事項を記入できる。



１２．ガス事業法における特定ガス発生設備の定期自主検査について（注意喚起）

関東東北産業保安監督部（以下、「当部」という。）は、ガス事業法第
３４条の規定に基づき行われる定期自主検査において、※特定ガス発生
設備のうち容器（バルク貯槽）に係る開放検査が法令で規定する時期に
行われなかったことから、令和３年１１月及び、令和４年２月にそれぞ
れ当該ガス小売事業者に対して行政指導を行いました。

このことから当部は、特定ガス発生設備によりガスを供給する管内ガス
小売事業者に対し、定期自主検査を適切な時期に実施するよう注意喚起
します。

※ 特定ガス発生設備のうち容器（バルク貯槽）に係る開放検査の時期は、特
定製造所設備指針により液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す
る法律におけるバルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細目を
定める告示を基準としていることから、バルク貯槽製造の日から起算して経
過年数２０年以下のものは２０年、経過年数２０年を超えるものは前回の検
査日から５年とするもの。



１３．ガス事業法の主任技術者の兼務について（注意喚起）

• ガス主任技術者を複数の特定ガス製造所を兼務させる場合、応急措置者が必要。

ガス主任技術者を兼ねさせることができる範囲
（昭和46年7月19日 通商産業省告示第二百八十四号）平成29年3月31日改正
ガス事業法施行規則（昭和四十五年通商産業省令第九十七号）第三十三条第三項（第
九十九条において準用する場合を含む。）及び第九十一条第二項の規定に基づき、他
の供給地点群に係る特定製造所のガス主任技術者を兼ねさせることができる範囲を次
のように定める。
ガス事業法施行規則第二十六条第三項の規定により他の供給地点群に係る特定製造所
のガス主任技術者を兼ねさせることができる範囲は、次の各号に定めるものとする。
一、二、四(略)
三、兼務ガス主任技術者が、次に掲げるすべての要件を満たすものを指名し、特定ガ
ス工作物に関して災害の発生の防止のための応急の措置をさせることが、明確にな
つている特定製造所。
イ 当該特定製造所に係るガス工作物に関して災害の発生の防止のための応急の措
置をとるために必要な知識、技能及び経験を有していること。
ロ 当該特定製造所に三十分以内に到達できること。ただし、一容器等当りの貯蔵

能力が五トン以上のものを設置する特定製造所にあつては、十分以内に到達できるこ
と。

＜告示抜粋＞



１4．ガス事業法令の電子手続きについて（保安ネットポータル）

• 保安ネットとは、産業保安・製品安全関連法令に関する申請手続を窓口まで行かなくてもオ
ンラインで記入・申請・審査状況の確認、交付される通知文書の確認が行えるシステムのこ
と。

• また、2020年6月より電子申請の対象外の法令手続についても申請書類・添付書類をPDF
ファイルにして保安ネット内の簡易申請フォームから提出が可能となった。

手続きの流れ（電子申請の場合）
➢ 申請フォームから申請情報をすべて記入し、手続が可能。

アカウントの発

行・ログイン

電子申請（申請情

報入力・ファイル

添付）

受理・審査 審査結果通知

手続きの流れ（簡易申請の場合）
➢ 紙で提出していた申請書類、添付ファイルを全てPDFファイルにし、簡易申請フォームから

添付して手続が可能。

アカウントの発

行・ログイン

簡易申請（申請書

類・添付書類を添

付又は郵送）

受理・審査 審査結果通知

１．保安ネットの概要



１4．ガス事業法令の電子手続きについて（保安ネットポータル）

対象手続き（電子申請の場合）

事故年報
• ガス小売事業者の毎年のガス事故（当該年の翌年二月末日まで）
• 一般ガス導管事業者の毎年のガス事故（ 〃 ）
• 特定ガス導管事業者の毎年のガス事故（ 〃 ）
• ガス製造事業者の毎年のガス事故 （ 〃 ）
導管改修実施状況
• ガス小売事業者/一般ガス導管事業者/特定ガス導管事業者/ガス製造事業者の導管改修実施状

況（当該年度の翌年度六月末日まで）
• 旧簡易ガス事業者の導管改修実施状況（当該年度の翌年度六月末日まで）

消費機器調査年報
• 毎年の消費機器の調査結果（当該年の翌年二月末日まで）

対象手続き（簡易申請の場合）

上記以外のガス事業法令全ての手続き
例として以下のとおり
• ガス主任技術者選任又は解任届出書
• 工事計画届出書
• 保安規程（及び変更）届出書
• 保安業務規程（及び変更）届出書
• 周知状況の届出 等

２．申請種類



保安ネットポータルについて、主に以下
の内容が記載されてますので、利用され
る際に参考にしてください。

• 保安ネットのURL
• アカウントの種類と取得方法
• 申請種類
• Q&A
• 問い合わせ先

１4．ガス事業法令の電子手続きについて（保安ネットポータル）

３．保安ネットのパンフレット



１4．ガス事業法令の電子手続きについて（保安ネットポータル）

３．保安ネットのパンフレット



・現在の紙様式と同様項目になっており、前年度提出書類を見ながら記載可能。

１4．ガス事業法令の電子手続きについて（保安ネットポータル）

４．入力画面例



・事業者情報などは一度入力すれ ばその
まま利用可能のため、再度入力の手間など
なし。

一度申請したデータを複写（コピー）も
できるため年報などは昨年度のデータを参
照して作成ができる！

・届出内容の項目のほとんどをプルダウ
ン式で選択し、もし書類不備や内容修正
などについて連絡があった場合、再度郵
送などの手間がなくその場で訂正ができ
る。

工事計画届出書など受付日が重要な書
類などがすぐに修正、受付（受理）が可
能！速達などの追加コストもなくなる！

１4．ガス事業法令の電子手続きについて（保安ネットポータル）

５．メリット



ご清聴いただき、ありがとうございました。


